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Ａ．研究目的 

 日本で子どもの貧困が社会問題化している。

貧困が子どもに及ぼす影響は、単に物質的に恵

まれないだけでなく、学力や学歴、子どもの健

康状態、さらには大人になってからも続く影響

などが指摘されている１）。諸外国においてはい

くつもの研究が「子どもの健康格差」を実証し

ているというが 2)、日本における子どもの貧困

に関する研究報告は極めて少ない 3）。本研究は、

国内におけるこれまでの経済格差による子ど

もの健康的な生活への影響についての研究を

概観し、公衆衛生活動における基礎資料とする

ことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 文献には、医学中央雑誌刊行会から「貧困 or

社会階層 or 経済状況 or 経済的理由」and「子

ども」をキーワードに、2008 年以降 2018 年 7

月まで検索を行い、日本の子どもの健康に関連

していない文献を除外し、30件を採用した。さ

らに、PubMed から「Japanese」and「health」

and「socioeconomic status」and「child」を

キーワードに、対象を humans に絞って同期間

検索を行い 12件を採用した。 

 

Ｃ．研究結果および考察 

 社会経済状況による新生児の医学的特徴へ

の影響 4～6）、幼児のう歯への影響 7～8）、小中学

生の QOL への影響 9～10）、小学 1 年生の問題行

動への影響 11）、青年期のストレスや過体重へ

の影響 12～13）、子どもの食生活への影響 14～16）、

小学生の運動時間への影響 17）、及び受診行動

への影響が報告されていた 18～19）。さらに、保

護者の喫煙や保護者の養育態度といった子ど

もの成育環境への影響 20～22）、成人後の肥満や

老年期のうつ病、死亡率、機能制限など子ども

の頃の社会経済状況が大人になってからも影

響を及ぼしていることが指摘されていた 23～26）。

本研究は、国内におけるこれまでの経済格差と子どもの健康に関する研究を概観し、公衆衛

生活動における基礎資料とすることを目的とした。引用文献の検索には、医学中央雑誌刊行会

から「貧困 or社会階層 or 経済状況 or経済的理由」and「子ども」をキーワードに、さらに、

PubMed から「Japanese」and 「health」 and 「socioeconomic status」and 「child」をキー

ワードに、2008 年以降 2018年 7月まで検索を行い、42件を採用した。貧困層では、新生児の

健康問題、成人後の肥満、保護者の喫煙の問題、保護者の養育態度の問題、食生活の問題、受

診行動の問題等が報告されていた。そのほか、妊婦健診未受診妊婦、児童虐待等の関連が報告

されていた。今後、貧困を背景とした子どもの健康への影響を低減させるための支援体制や施

策の検討が望まれる。 
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そのほか、社会経済状況と妊婦健診未受診妊婦、

児童虐待等との関連が報告されていた 27～44）。

経済格差を検討する指標の違いや、同じ指標で

も区分設定の違いがあり、単純に比較検討する

ことはできないが、低い社会経済状況が子ども

の健康や生活に影響を及ぼすことが示唆され

ていた。 

 

Ｄ．結論 

 経済格差による日本の子どもの健康や生活

への影響が明らかにされつつある。経済格差が

子どもの健康や生活、さらには将来の健康にも

影響を及ぼすという視点を持って、子どもや妊

婦を包括的に支援していく必要がある。今後、

経済格差による子どもの健康や生活への影響

を低減させるための支援体制や施策の検討が

望まれる。 
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